









































































































































































































































































































































































とが必要だと思います。特にICFで，環境因子ということが言われていますけど， もう 1つ大事なことは.ICF 
というのは，生まれながらの障害者だけでなくて，高齢になったり病気をしたり怪我をしたり，あるいは女性で
あれば妊
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世界で最も高齢者の多い日本ですから.ICFの考え方は，本当に我々の生活にかかわる大きな捉え方だと思いま
す。そういう意味で，共生社会とインクルージョンは，あまり議論されたことはありませんが，これから具体的
にどういうことなのかということ.あるいは現実的にどうしたらいいのかということを話し合っていく必要があ
るのではないかと思います。これで分科会1を終了したいと思います。ご協力ありがとうございました。
四.分科会2 就学支援と保護者への情報供給システム
司会:広島大学大学院教育学研究科特別支援教育学講座小林秀之(現筑波大学)・林田真志
記録:広島大学大学院教育学研究科特別支援教育学講座船津守久
I小林]就学支援と保護者への情報供給システムの分科会を開催させていただきたいと思います。この分科会を
司会・進行という形で務めさせていただきます広島大学教育学研究科小林と申します。よろしくお願いします。
[林田]広島大学教育学研究科の林田と申します。よろしくお願いいたします。
[船津]同じく広島大学教育学研究科船津と申します。総合協議の際はこの分科会で話し合われた内容を船津の
方から取りまとめて全体にご報告させていただく予定です。どうぞよろしくお願いいたします。
[小林1大学の講義室ですので，真ん中に立つのはいかにも講義みたいですので，我々もこちらに座らせていた
だいて同じレベルで様々ご意見を交わせたらと a思っております。よろしくお願いいたします。
この就学支援と保護者への情報供給システムということなんですけれども，実は本来はここだけ取り出してや
るというのは非常に難しくて，他の分科会でインクルーシブ教育と合理的配慮という分科会がございますけども，
合理的な配慮の内容なりや方向性なりが見つからないまま就学支援の在り方だけ意見を交わしたりしても，本当
は2ついっぺんの方がいいなという思いはあったのですが. 2ついっぺんにしてしまうとあまりにも話題が多く
なり過ぎてしまうために，ちょっと就学支援という形.あるいは保護者への情報供給システムという形で別個に
取り上げさせていただいています。いわゆるここで何かを決めなくてはいけないというよりも.今後の方向性で
あったり，あるいは現在. もしかすると改苦ーしないといけない問題点，そういったものをフロアの先生方といっ
しょに議論していけたらいいのかとイメージしておりますので，どうぞ積極的なご助言をお願いできればと思っ
ております。それで，内容的には午前中，荒川先生，下山先生.うちの落合の方からの報告でだいたい全体像は
ご理解いただけていると思うんですけれども，この分科会に関連して最初に10分ほどいただいて合意というか今
の状況整理をしたいと思います。まず最初，推進会議の方で打ち出している方向性を確認したいと思います。
まず1点目は「障害の有無にかかわらず.すべての子どもが地域の小・中学校に就学し，かつ通常の学級に在
籍することを原則」これと「本人・保護者が望む場合のほか，ろう者，難聴者又は盲ろう者にとって最も適切な
言語やコミュニケーションの環境を必要とする場合には，特別支援学校に就学し，又は特別支援学級に在籍する
ことができる制度へと改める。」というような方向が打ち立てられています。実は私，視覚障害が専門なんです
けれども.同じ感覚障害といった場合になぜ聴覚障害だけがこうやって取り出されてしまうのかという疑問は感
じておりますが。まあ推進会議の教育に関する研究者を見ますと，なかなか視覚障害に関して積極的な発言をし
てくださる委員の方がいらっしゃらないということがその背景の1っかという気もしております。
それから2点目ですが「特別支援学校に就学先を決定する場合及ぴ特別支援学級への在籍を決定する場合」こ
の次ですけれども「就学先における必要な合理的配慮および支援の内容を決定するに当たっては」この「就学先
における必要な合理的配慮および支援の」とは通常の学級に籍を置く場合というような言い方，通常校に絡を置
く場合というような言い方に解釈しています。そういう場合には「本人・保護者，学校，学校設置者の三者の合
意を義務づける仕組みとする。」で「合意が得られない場合には.インクルーシブ教育を推進する専門家及ぴ障害
当事者らによって構成される第三者機関による調整を求めることができる仕組みを設ける。」ということで，この
第三者機関というのがどのような機関になるのかというのも 1つ大きな焦点かと思います。この文言だけをみる
と，何かインクルーシブ教育・通常の学級で学ぶことが望ましいんだ。それから障害当事者が「そうするべきだ。
そうするべきだ。」というような怖い機関になってしまうかもしれないな。私自身の個人的な意見を述べていいの
かわかりませんけども，やはりこういった第三者機関を設置するというのは教育委員会なりがきちんと構成メン
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